

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（成長戦略） 企業成長 地域シェァNα1（価格決定権） （競争戦略）
家電量販店Nα1
1，000円を客に渡す（1）というような破天荒な価格設定により、マスコ
ミに多くのパブリシティー記事をレポートしてもらうことを意識的・計
画的に行なっていると思われる（〔8〕）、（〔9〕）。これは直接的広告費を
必要としない（破格値の商品の原価割れ部分と流通費用と管理費がコス
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トとなるが、）より客観性の高い大変有効な宣伝広告だと言うことができ
る。チラシに乗せる商品の激安さをプロデュースする為に、同社は東南
アジアでストア・ブランド商品を作らせるという「垂直統合戦略」をと
る（〔7〕）一方において、アメリカのGE社製品を従来価格の2分の1
にして12万台を売り切る（〔9〕）という「国際調達戦略」を行なってい
る。このようなメディア・ミックス戦略と国際調達戦略に加え、最小売
上げ規模を越えることから可能になるNB製品の店頭での低価格化によ
り、消費者に「コジマは日本一安い」という店舗イメージの「刷り込み
（imprinting）」に成功している。この店舗イメージは、長時間に大量の
コストを用いることにより市場にコジマが蓄積した「情報的経営資源」で
あり、「競争優位（competitive　advantage）」の源泉である「戦略的経営資
源（strategicbusinessresource）」である。
　このようにして消費者の中に蓄積された「店舗に対する好イメージ」
は、消費者の「好意（good　wiII）」を醸成し、高販売管理費（95年度実績
で1㎡当たり30．5万円一ベスト電器が262万円、ヤマダ電機が20．1万円、
売上高の13．5％）にも拘わらず、高い売り場効率（1995年度実績で1㎡年
間売上げが270．2万円、これはベスト電器の2．3倍、ヤマダ電機の1．7倍に当
たる）を実現することを可能にしている（〔7〕）。高い販売管理費は消費
者を店舗に吸い寄せる「まき餌」の役割を果たしていると思われる。
　同社は、先述したように最小売上げ規模をはるかに越えている為に、大
量仕入れ、型式指定の大量仕入れを「完全買い取り制」により安定的低価
格で仕入れることができる。東南アジアの現地企業にコジマのSB商品を
注文生産してもらい、GEの商品を大量輸入し、「国際調達」により低価格
仕入れが可能になっている。これがローコスト仕入れである。これに加え
て大量出店を続けている為に社員多数が若い（平均26歳）為に人件費が著
しく安い（〔1〕）、（〔2〕）、（〔10〕）。人材のローコスト調達と言うことが
できる。大量出店に必要な資金は、超低金利で借入れている。95年実績で
長短合せて665億円であった（〔7〕）。資本のローコスト調達である。（注11）
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　ローコスト経営と高い売り場効率とが相乗的に効果を出し合って「圧倒
的薄利多売」により、地域市場に於てトップシェアを握り、競合企業を圧
倒するとともに、急速に企業成長が可能となっていく。その結果、最終的
にコジマが家電小売店Nα1に成長していく（これは1997年上期に実現さ
れた）。競争相手が全て地域から駆逐された後に、コジマの価格決定権は
消費者に有利なように行使され続けていくであろうか。
5．結びに代えて一夢の彼方に一
　本研究で取り上げたコジマは、栃木県を代表する「地域優良企業
（regionaladvantagedcompany）」であり、私は3年前から選択科目の
「経営戦略論」と必修科目である「経営学」の中で話してきた。その3
年間に新たに収集した諸資料をを徹底的に読み返し、従来話していたス
トーリーとは今年度は全面的に替えて、「情報小売業（information－based
retailer）」の代表的一類型として把握し直す試みを行なうとともに、同社
の経営戦略は家電業界の先発大企業のそれらとは全く「異質の」戦略であ
り、極めてイノベーティブな経営戦略であることを明らかにする試みを行
なった。この経営戦略の本質は、「販売量の極大化」による「規模の経済
（economy　of　scale）」を追求することにより圧倒的な価格競争力を手中
にし、「攻撃的低価格＝地域最低価格」によって競争相手を市場から駆逐
するとともに、顧客を大量に吸引し、「準地域独占」と、「高利益」を同
時に追求しようとするものである。その戦略を一言で言えば、「地域シェ
アNα1店舗の集合体形成による高収益経営（high　profiting　from　making　a
complexofregionaltop－sharestores）」と言うことができる。
　コジマが、外部のマスコミや社会や他企業の「注目」や「賞讃」を求め
て「無理な多角化」に走ったり、不動産投資や株式投資などの「財テク」
を（注12）行なうこと無く、さらに「思い上がり」から「公私混同」や「経
営の実質的放棄」等の企業没落の普遍的経路に迷い込むことなく、一途
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に、現在の「地域シェアNα1戦略」を実行し続けていけば、先発の家電量
販店のみならず、Y・K・Kと並び称されるヤマダ電機やケーズ電機販売
をも楽々と振り切り、各地域に於ける「家電の小売価格の決定権」を完全
に掌握することが可能となるであろう。地域シェアM1を実現し、小売価
格決定権を握ることに成功すれば、各地域はコジマにとってE．Gutenberg
の言う「独占的価格領域（monopolistische　Preisbereich）」と化し、地
域の競合店舗の最低価格と、収益の上がるコジマの最低価格との間（例え
ば、同一TVの競合店最低価格が7万8，000円で、コジマの損益分岐点価
格が4万6，000円の場合の2万2，000円）で、コジマは自由に「相対的最低
価格」を決定できるdominant　price　makerの地位を手中にできることと
なり、コジマの各店舗は準地域独占企業になると言うことができる。
　創業以来掲げてきた「安値日本一への挑戦」という夢は、っい先日実現
された。スタートした時には、途方も無い、誇大妄想的な夢と思われたも
のを形にしていくプロセスで、同社は、大量販売、大量仕入れによる「最
低価格販売（lowest　price　operation）」という実態を具現化するとともに、
「最も安い店」という企業イメージを消費者の心の中に蓄積することに成
功してきた。コジマは、声の限りを尽くして「日本一安い店だ」と叫び続
け、群がる競争相手をなぎ倒し、自らの夢をもぎとってきた。コジマの
夢は、「見果てぬ夢（impossibledream）」から、「見果てた夢（came－true
dream）」となった。コジマの行く所、1人勝ちで敗れた競争相手の「強
者どもの夢の跡」が累々と横たわることとなると思われる。
　夢を実現したコジマは、その「夢の彼方に（over　the　dream）」果たして何
を見つめていくのだろうか。コジマにとって可能な経営行動は大きく2つに
分けられるであろう。その第1の道は、現在の経営行動を未来にそのまま
延長し、「消費者利益を最大化」していく為に、家電製品の「最低価格販売
（bwest　price　operation）」を実行していく経営行動がそれである。第2
の道は、全ての競合店舗を実質的に駆逐し、っまり各地域の小売価格決定権
を掌握し、地域マーケットを制圧し、各地域の競合他社の最低価格より「相
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対的に低い地域最低価格」を付けていく「差別的低価格制（di侮rentiated
Iowest　price）」の実現である。そこでは、「消費者利益の最大化」に優先し
て、「地域別利潤最大化」が目指されることとなると思われる。
コジマは、その「安値日本一への挑戦」というコジマ流「安売り哲学」
が「本物」か「まがい物」かどうか、その営利的商品生産活動が「志の高
い金儲け」か、安埴日本一を隠れみのにした「賎民資本主義的金儲け」か
が、今後の家電流通の歴史の中で社会的な検証を受けることとなるだろ
う。（注13）
〔　1998年6月21日　1998年8月21日　1998年12月25日撫／
（注の追加その1）
①（補足資料その2）の1999年公表の柳川の論文は、一切手を加えることなく、掲
　載時そのままで再掲載をしております。また、ぺ一ジ数の制約の関係から、（注）
　のすべてを省略しておりますので、ご了承下さい。
②1999年の柳川の論文タイトルの「情報刷り込み」という分析上の鍵概念である「刷
　り込み（imprinting）」というノーベル賞受賞者であるKLorenzの提唱した概念は、
　来年度（2013年度）の学習指導要領からは削除されることとなりました。その理
　由は、「刷り込み」という現象それ自体は確かに存在が発見されていますが、そ
　のような現象がなぜ生じるのかについての脳科学における検証が未だ不可能だか
　らで、検証不可能な理論は高校までの教科書から外される事になったのだそうで
　す。
　　この事実にっいては、先に述べた山野井貴浩氏からご教示頂きました。ここに
　そのことを明記して、心からの感謝を申し上げます。
③従って1999年の、わたくしのコジマについての論文は、コジマの将来予測を見
　誤ったばかりではなく、実証分析の為の概念的枠組みそのものにも、理科系の学
　問分野からは否定的な見解が出てきております。
　　その意味で当該論文は、文字通りの拙作であったと認めざるを得ないと思われ
　ます。ここにそれを明記して、すでにこの論文を読まれた方々に対しまして、心
　からのお詫びを申し上げる次第です。
（注の追加その2）
2012年9月2日に、コジマの創業者である若き日の小島勝平氏と親交の深かっ
た、「栃木日立家電チェーンストール連合会元会長」神宮功右氏（75才）に、約2
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時間のインタビューをさせて頂く機会を得て、いくつかの新しい事実をご教示賜わ
り、校正中の論文を加筆修正することができました。ここにそのことを明記して、
神宮氏のご厚意に対しまして心からの深謝を申し上げる次第です。
　本文中に加筆修正のできなかったいくっかの事実を、以下に列挙しておくことと
します。
①設立当時の小島電気店は日立チェーンストールの家電系列店としてスタートし、
　当時連合会の社長であった神宮氏から、家電商売のイロハを教わり、家電小売店
　の経営ノウハウを身に着けていったという事実が確認されました。
②小島電気は、日立の家電製品を売りながら、同時に秋葉原から安い部品を買い集
　めて来て、自店で真空管式のラジオを組み立てて売ることを始め、さらに、秋葉
　原から日立以外のメーカーの安い白黒テレビを買ってきて、日立の家電製品より
　も安く大量に売り、日立のチェーンストールから次第に独立して、「家電ディス
　カウント店」という新しい業態（ストア・ドメイン）を1店舗のお店で創造経営
　したという事実が確認されました。
③家電系列店には、家電メーカーから店頭価格の70％の仕入れ値で納品され、さら
　にインセンティブ（報償制度）としてのりべ一ト制度がありましたが、小島電気
　は家電系列店よりもはるかに高い利益を上げていたと推測できると、神宮氏は述
　べておられました。
　　さらに、日本の家電メーカーに家電系列店にりべ一トを支払うという取引慣行
　が制度化されたのは、松下電器が家電系列店の売上の一定割合を松下に預金させ
　て、年利10％の利子払いを行なったことがルーツではないかと神宮氏は述べてお
　られました。
④家電系列店は栃木県内においては、現在最盛期の10分の1にまで減少していま
　すが、その引き金となったのは日立家電の場合には、本社の営業部門から問屋を
　中抜きにして、家電系列店よりも、より安く直接家電量販店に商品納入を行なわ
　ざるを得なくなったからでした。その背景には家電系列店より家電量販店の方が
　シェアが大きくなったという家電小売マーケットの変質が背景に存在していたと
　いう事実が確認されました。
⑤コジマはなぜヤマダ電機のように大型店舗を迅速に開店できなかったのかにっい
　ての神宮氏の推測は以下の通りです。
a．小島勝平氏が、家電製品がアナログ家電からデジタル家電へと製品技術のイノ
　　ベーションが起こり、デジタル家電の販売にはより大きな店舗が必要であると
　　いう、家電製品の製品特性からの内面的要請にっいて、最後まで気付かなかっ
　　たのかもしれません。
b．もし上述のことに気付いていたとしても、コジマには以下の理由で大型店を開
　　店できなかった企業内諸要因が存在していたという可能性の方が事実に近いで
　　しょう、と神宮氏は自説を以下のように展開されました。
1）コジマは、短期間の内に全国展開を実行しましたが、その必要資金のほとんど
　　を融資した足利銀行のM頭取からのアドバイスに従い、土地も店舗もすべて自
　　社不動産として所有し、地価は必ず上昇するという「土地神話」をM頭取のア
　　ドバイスをそのまま信じ込み（このことにっいては、M頭取とも小島勝平氏と
　　も親しかった神宮氏が直接伺ったそうです。）、土地を担保にして更に融資を受
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　　けて自社物件として、次から次へと店舗展開をしていましたので、バブルの崩
　　壊とともに不動産価格は大幅に下落し、膨大な借金を抱え不動産の含み益はほ
　　とんどなくなり、新たな融資を受けて大型店を開く資金調達が不可能だったの
　　ではないかと推測しております。
　　　これに対し、ヤマダ電機は不動産価格の下落を奇貨として、土地をリース契
　　約し、建物も地主さんに建ててもらってリース契約で借りて「物件を自前で所
　　有しない」という、多額の資金調達をまったく必要としない多店舗展開の方法
　　を取ったことが、短期問で大型店を開くことを可能にしたのだと思われます、
　　と神宮氏は述べておられました。（柳川による注　このような店舗展開の方法
　　は、ファミリーレストランチェーンの創業企業のすかいら一くが初めて行なっ
　　た、「すかいら一く方式」と名付けられた資金調達方法と同じです。さらに総
　　合スーパーマーケットのダイエーが不動産の自社所有にこだわり続け、多額の
　　有利子負債を抱えて倒産したのに対し、不動産をすべてリース契約で使用権の
　　みを活用したイトーヨーカドーの大躍進との類似性が想起されるべきでしょ
　　う。）
2）急速な全国への多店舗展開に対して、本部の物流機能が能力的に追いっくこと
　　ができず、売れ筋商品を素早く各店舗に配送することもできず、各店舗には売
　　れ筋商品が入らず売れ残りの商品の大量の在庫を抱えるようになり、各店舗の
　　売り場面積あたりの販売効率が著しく落ちて、利益率が大きく下がり、資金繰
　　りが一層難しくなったのではないか、と神宮氏は述べておられました。
3）バブル期に大量採用した社員の中には、まだローカルなイメージが大きかった
　　急成長した企業であったために、必ずしも良質な人材だけが採用されたのでは
　　なくて、物流センターからの配送トラックが家電製品ごと、遠くの地域の店舗
　　に配送する途中で、運転手ごと行方不明になってしまうという事故が頻発し、
　　その損害額は多額に上ったのではないでしょうかと神宮氏は述べておられまし
　　た。
4）勝平氏には、息子の章利氏の上に姉が一人おり、その姉の夫が薬剤師の資格を
　　持っていたので、勝平氏はこの義理の息子を経営トップとして据えて、コジマ
　　の各店舗にドラッグストアを併設し、本業とは全く無関係のビジネスを行なう
　　という多角化戦略を取りましたが、この親心が仇になって、ドラッグストアの
　　経営は迷走を続け、多額の赤字が出て資金繰りは一層苦しくなったと推測する
　　ことができると神宮氏は述べておられました。
5）柳川による注釈
　　　急成長をし、背伸びに背伸びを重ねて規模拡大に遇進したコジマは、小島勝
　　平氏個人では、マネジメントできる範囲を大きく越えてしまい、さらに小規模
　　な小島商店時代の側近達の多くにとり、規模が大きくなり過ぎたコジマのマネ
　　ジメントは、荷が勝ちすぎていたと言って良いかもしれません。「大男総身に
　知恵が回りかね」ということわざに見られるように、天才カリスマ型経営者で
　　あった小島勝平氏にとっても、コジマは制御不能な規模にまで戦線を広げ過ぎ
　　て、物流機能や人材の育成や店舗を十分に管理できる店長の育成が追いっかな
　　かったということに加えて、製品の盗難や、無理な多角化が資金繰りを一層悪
　　化させ、それに加えてバブルの崩壊と土地価格の急落とがコジマの快進撃を、
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　　足踏みさせたばかりでなく、後退せざるを得ない状況を生み出したのだと言っ
　　て良いでしょう。その間隙を縫って、ヤマダ電機がデジタル家電製品に適合的
　　なヤマダ型ビジネスモデルと名付けることができる、ストア・ドメインの創造
　　に成功したのだ、と言って大きな問違いはないと思われます。
⑥二代目経営者小島章利氏の孤独と孤立無援の戦い
a）39才という若さで小島勝平氏の長男であり最大株主でもあった章利氏に対し
　　て、昔の小島商店時代から父親である勝平氏と一緒に仕事をしてきた年上の取
　　締役達からは、何かにつけ父勝平氏の言動と比較され、なかなか求心力を持っ
　　たリーダーシップを発揮することが難しかったので、章利新社長は、孤立無援
　　の厳しい心理状態に置かれていたのではないかと神宮氏は推測しておられまし
　　た。
b）章利氏には、姉の夫で薬剤師の資格を持った義理の兄に加え、勝平氏の兄であ
　　る金平氏の娘の夫もコジマの経営陣に名を連ねており、表沙汰にはならなかっ
　　たでしょうが、派閥めいたものは当然生じていてコジマの経営陣は決して一枚
　　岩とは言えなかったことが、コジマの内部の混乱を大きくしていた可能性は決
　　して低くはなかったのではないでしょうか、と神宮氏は推測しておられまし
　　た。
（注の追加その3）
　栃木日立家電チェーンストール連合会元会長神宮功右氏を、筆者にご紹介下さっ
たのは、7年前から筆者とともに宇都宮大学大学院工学研究科客員教授として、
「経営情報工学特論」で、教鞭を執っておられる（株）アンベック代表取締役社長で、
現在山梨大学大学院工学研究科博士後期課程で博士論文を執筆中の、70歳を超えて
尚も向学心に燃えておられる埋橋英夫氏でした。ここにそのことを明記して、埋橋
氏のご厚意に対しまして心からの深謝を申し上げる次第です。
（注の追加その4）
　（株）メガネハットの松本代表取締役社長との、9月5日のお電話での中で、コ
ジマについての論文の概要をご説明した際に、ペガサスクラブのある日の会合で、
在りし日の小島勝平氏が、「大型店の展開が遅れたのは、従来の小型店舗を利用し
ている、近隣に住むコジマの古くからのお客様にご不便をかけてはいけない、とい
う思いが強すぎて、なかなか小型店舗を閉店することができなかったのです。」と
多くの会員の前で話されていた事を教えて下さいました。
　このことからも小島勝平氏自身は、小型店舗の閉店の遅れと、大型店展開の遅れ
の理由について、小型店舗の従来の顧客に対して不便を強いることができなかった
からです、ということを広く説明していたことが明らかになったと思われます。
（本学経営学部教授）
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